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リチウムイオン電池火災の防止に向けた消防庁の役割

１． 各消防本部と連携した広報啓発

２． 消防本部が覚知したリチウムイオン電池火災の統計調査

３． リチウムイオン電池火災の消火方法の検討
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全国春季・秋季火災予防運動

〇 春・秋と火災の発生しやすい時季に、火災予防思想を普及し火災の発生を防止することを目的に、全国

で一斉に啓発活動を実施。消防庁が実施要領を各自治体に通知し、各自治体は、当該要綱に基づき、地域

の実情に応じた広報行事等を実施。

〇 今年度の全国秋季火災予防運動では、「充電式電池に関する注意喚起」として、PSEマークが付された

製品の購入、使用時の取扱説明書の順守、電池の膨張などの異常が生じた場合の使用中止を呼びかけると

ともに、環境省による「リチウムイオン電池による火災防止強化キャンペーン」について地域の環境部局

と協力し、広報活動等を行うように通知。

火災予防運動とは

実施期間：春季 ３月１日から３月７日 秋季 １１月９日から１１月１５日

各区市町村の消防本部のほか、消防団、
女性防火クラブと連携し、住民に対して
地域に密着した啓発活動を実施
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広報啓発用リーフレット・動画の作成

電気火災の防止に向けたリーフレット 啓発動画
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東京消防庁管内における火災の発生状況

〇東京消防庁管内では、平成２６年から１０年間で、リチウムイ

オン電池関連の火災件数※は約９倍に増加。

〇出火時のバッテリーの状況は、充電中の火災が約半数を占める。

※ リチウムイオン電池関連の火災件数には、使用方法の誤りによるものを含

む。また、ごみ回収中のごみ収集車から出火した火災及びごみ処理関連施設

（業態が一般廃棄物処理業及び産業廃棄物処理業）から出火した火災を除く。

全国での火災の発生状況

〇近年、全国の住宅火災の総件数は１万件前後を推移しており、その中で電気器具類の火災は出火原因の第１位。

〇製品火災（製品の不具合により発生したことが明らかな火災。使用誤り等は含まない。）として消防本部から報告のあった

火災では、バッテリー及びバッテリーを含めた電気用品による火災は令和６年には79件となっている。

〇今後、リチウムイオン電池を搭載した製品から出火した火災について、製品別・出火原因別等の件数を調査を開始予定。

（次ページ参照）

住宅火災件数及び電気器具類出火件数の推移

10年間で約５割増加

リチウムイオン電池による火災の発生状況
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調査対象

リチウムイオン電池を搭載した製品から出火した火災であって、消防本部が覚知したものの件数を集計する。

調査項目

リチウムイオン電池火災について、発生原因別（製品自体の欠陥・使用方法の誤り（衝撃・水没・過充電等）・製品種類別

（モバイルバッテリー・電動アシスト自転車・スマートフォン等））、PSEマークの有無別に件数を調査。

集計時期

令和７年６月までの数値については、令和７年12月に取りまとめ、今後発生する火災については半年ごとに集計。

リチウムイオン電池火災に関する調査について
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新たに開始する調査の概要

＜アウトプットのイメージ＞
※ 数字は令和５年東京消防庁管内のもの



リチウムイオン電池火災の消火方法の検討について

〇住宅等においてリチウムイオン電池が発熱・出火等した場合の対応について、住民向けの広報素材を作

成する予定。

〇なお、消防庁においては、（社）日本消火器工業会等と連携し、諸外国の規格等も踏まえ、リチウムイ

オン電池火災のより効果的な消火方法について検討を行っているところ。
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東京消防庁リーフレット「STOP！リチウムイオン電池関連火災」より抜粋
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